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中小企業者等が特別償却あるいは
税額控除を受ける場合の留意点

1： 減価償却の方法並びに耐用年数の判定
などの注意点

2： 中小企業者が取得した場合に、「特定
中小企業者等が経営改善設備を取得し
た場合の特別償却又は税額控除」を適
用する場合の注意点

3： 上記に該当しない場合の「中小企業者
等が機械等を取得した場合の特別償却
又は税額控除」を適用する際の注意点

　当社は、3Ｄプリンターを販売している
代理店です。5万円程度の家庭で使用でき
るようなものから、3,000 万円を超える
ような大型のものまで取り扱っています。
　さて、購入したお客様から、経理処理に
ついてよく聞かれます。私は経理担当では
あるものの、明確にお答えすることはでき
ません。一定の指標を提示したいと考えて
おりますので、以下の 3点について教え
てください。
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② 　取得価額が10万円以上20万円未満かを
チェックする
　取得価額が10万円以上20万円未満の減価
償却資産（法令133の２）については、減価
償却をしないで、その使用した年以後３年間
の各年分において、その減価償却資産の全部
又は特定の一部を一括し、一括した減価償却
資産の取得価額の合計額の３分の１の金額を
損金の額に算入することができます。
③ 　少額減価償却資産と一括償却資産の選択
の判断
　少額減価償却資産には、合計金額に上限が
あります。また、償却資産税（固定資産税）
が生ずることとなります。
　一括償却資産は、購入した事業年度に全額、
損金の額に算入することができません。ただ
し、償却資産税が生じないこととなります。
　このため、全体の課税所得は、少額減価償
却資産を選択しても、一括償却資産を選択し
ても同じため、法人税の税率に変化がない場
合には、償却資産税の課税関係から、一括償
却資産の方が有利になるといえます。
　また、取得価額を早期に損金の額に算入さ

1 　減価償却の方法並びに耐用年数の
判定などの注意点

　３Ｄプリンターについては、まず購入価格に
着目し、即時償却できるか否かを判定します。
　有形減価償却資産とした場合、その耐用年
数については、使用の用途によって判断して
いきます。
（1）まず価格に着目する
　現在、３Ｄプリンターは比較的安価な家庭
用のものと工業用のものとがあり、その用途
によって、価格も異なります。
　したがって、まず価格に着目して、即時償
却が可能か否かを判断することとなります。
① 　取得価額が30万円未満かをチェックする
　取得価額が30万円未満の減価償却資産で
ある場合に、青色申告法人である中小企業者
又は農業協同組合等で、常時使用する従業員
の数が1,000人以下の法人に該当する場合に
は、「中小企業者等の少額減価償却資産の取得
価額の損金算入の特例」（措法67の５）が認
められ、一定の要件のもとに、その取得価額
に相当する金額を損金の額に算入することが
できます。


